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高成長設備投資促進事業　助成対象事業計画書

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長　様
	
	作成日
	平成　　年　　月　　日

	企業名 (ふりがな)
	
	電話番号
	　　　　　－　　　　－

	
	
	FAX番号
	　　　　　－　　　　－

	代表者氏名
	印
	担当者氏名
	

	所在地
	〒

	役員数
	人 
	従業員数
	人 

	業　種
	【○印をつけてください】
１．金属製品製造業　２．一般機械器具製造業　３．電気機械器具製造業　４．その他製造業（　　　　　）
５．サービス業　６．建設業　７．小売業　８．運輸業　９．医療法人　10．卸売業　11．飲食業
12．その他（　　　　　　）

	事業内容
	

	主要仕入先
	
	主要販売先
	

	親会社及びグループ会社
	

	企業区分
	下記(1)から(4)のうち該当するいずれかの□にチェックを入れること。

	
	· (1) 大企業

	
	· (2) 中小企業（中小企業信用保険法第２条第１項に定めるもの）※事業案内P15参照

	
	· (3) 小規模企業（中小企業信用保険法第２条第３項に定めるもの）※事業案内P4参照

	
	· (4) その他

	【事業計画の審査には、以下への同意が必要です。内容確認のうえ、□にチェックをしてください。】
□ 私は、事業計画書の提出にあたり、別紙２「個人情報の提供及び『高成長設備投資促進事業助成金交付申請書』等の取扱いに関する同意書」に記載のとおり、個人情報の提供等について同意いたします。
□ 私は、助成対象事業の完了後実施される事後検査への協力について同意いたします。



１　助成対象者への該当内容
 ①金融機関資金を利用する方は、下記(1)から(6)のうち該当するいずれかの要件の□にチェックを入れること。
	□ (1) 会社法（平成17年７月26日法律第86号）第２条第１項に規定する株式会社、合名会社、合資会社又は合同会社

	□ (2) 中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号）第２条第１項第１号、第１号の２に規定する中小企業者

	□ (3) 事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合又は商工組合連合会

	□ (4) 商店街振興組合、生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合若しくは酒類業組合又はこれらの連合会

	□ (5) 農業を営む個人若しくは法人（ただし、農業を２年以上営んでいること。）又は認定農業者

	□ (6) 医業を主たる事業とする法人



 ②県制度融資を利用する方は、下記(1)から(4)のうち該当するいずれかの要件の□にチェックを入れること。
	□ (1) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠）

	□ (2) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠＋新技術・新事業等展開枠）

	□ (3) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠＋グリーンニューディール枠）

	□ (4) 企業立地促進資金貸付金


２　助成要件への該当内容
以下のいずれかを選択し、□にチェックを入れること
	□　新分野進出　　　　　　　　　　　　※ 下記、注意事項参照

	□　海外展開　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

	□　設備の国内回帰　　　　　　　　　　　　　　　〃

	□　事業承継など新陳代謝　　　　　　　　　　　　〃

	［注意事項］
内容について、本様式｢３ 助成事業の内容（計画）｣及び本様式｢４ 設備投資計画の具体的な内容｣により審査会において審査するので具体的かつ詳細に記述すること。また、補足説明資料等がある場合は添付すること。

	□　設備導入後３年以内のいずれかの年度の付加価値額等　　　　　※下記、注意事項参照
が導入前と比較して20％以上増加する計画であること。

	□　投資利益率が15％以上となる計画であること　　　　　　　　　　　　　〃

	□　設備導入後３年以内のいずれかの年度の人件費が導入　　　　　　　　　〃
前と比較して20％以上増加する計画であること。

	［注意事項］
設備等導入後の付加価値額等の増加、投資利益率及び人件費の増加率については、本様式｢５ 経営計画書｣の数値で確認する。また、審査会において当該計画数値の達成可能性等について審査する。

	□　交付申請日の属する月の６か月前と比較して、設備の導入完了時において、常用雇用者（期間の定め
のない雇用か、又は１か月を超える期間を定めて雇用し、契約更新の定めがあること。かつ１週間の所
定労働時間が30時間以上であること。）が３名以上増加していること。

	雇用(予定)
年月日
	平成　　年　　月　　日
	雇用期間の定め
（どちらかに○印）
	・無　　　
・有（　　月　　日まで）
※｢有｣の場合は契約更新の定めがあること。

	常用雇用者数（交付申請
の属する月の６か月前）
	平成　　年　　月
名 
	常用雇用者数見込（設備導入完了時）
	平成　　年　　月
名 

	［必要な添付書類］
該当する雇用を行った際の労働条件通知書又は雇用契約書の写し
※雇用予定の場合は定められた期間までに雇用を行い、速やかに添付書類を提出すること



［添付書類］
(1)導入する設備の見積書、カタログ、図面、建設場所の地図（住宅地図の写し等に明示）
(2)選択した要件において必要な添付書類
(3)直近３期分の決算書（貸借対照表、損益計算書、科目明細、原価報告等）の写し
(4)トラック・バス・重機等での申請の場合、現在所有の台数を明記した任意書類
(5)その他理事長が必要と認める書類





３　助成事業の内容（計画）　　　　　　※枠内に書ききれない場合は別途説明資料を添付すること。
	導入する設備の具体的な内容及び金額等
	設　備　名
	金　額（単位：円）
	導入完了予定日
及び設置場所

	
	


	※各設備の消費税抜金額


	



	
	
	消費税抜
積算対象経費
	円
	

	
	
	消費税抜
積算対象外経費
	円
	

	
	
	消費税
	円
	

	
	
	合計
	円
	



	導入する設備の具体的な目的・効果等
	【○印をつけてください】
	１  新設      ２  増設     ３  改修（観光施設のみ）

	
	※「２ 助成要件への該当内容」でチェックを付けた要件の申請であることを踏まえ、具体的かつ詳細に記入してください。また、補足説明資料等がある場合は添付してください。






	全 体 の 資 金 調 達 計 画　(単位:円)
	

	高成長設備投資促進事業助成金
	円
	

	金融機関借入金
	円
	

	県制度融資
	円
	

	その他借入金
	円
	

	自己資金
	円
	

	合　　　　計
	円
	



４  設備投資計画の具体的な内容
※ すべての項目について、実績値や目標値を挙げるなど具体的に記入してください。
※「２ 助成要件への該当内容」で選択した要件の申請であることを踏まえ、具体的かつ詳細に記入してください。
	内      容

	(1) 設備投資により生み出される製品やサービス等の特徴

· 商品の機能・性能・サービスの内容（サイズ、重量、精度、耐久性、利便性、簡便性、操作時間、顧客との双方向性など）について記入してください。

	

	(2) 市場や顧客ターゲットの設定と当該区分別売上高
	

	(3) 調達及び販売プロモーションの方法
	

	(4) 人材確保と育成方法
（必要とする技術・ノウハウ）
	

	(5) 競合状況と勝つためのシナリオ
	

	(6) 価格政策

	

	(7) その他
（　　　　　　　　　　）
	






